
 

（4）-1 都道府県経常経費分析表(普通会計決算) 和歌山県令和3年度

経常収支比率の分析
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11,390,242
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1,064,597,994

人(R4.1.1現在)
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千円
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千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

7.7

194.6
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グ ル ー プ

( 年 度 毎 )

H29  Ｄ H30  Ｄ R01  Ｄ

R02  Ｄ R03  Ｄ

当 該 団 体 値

グループ内平均値

グループ内の

最大値及び最小値

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。

Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ グループ内順位及び都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合、グループ内順位を表示しない。

人件費 グループ内順位
7/13

都道府県平均
32.9

人件費の分析欄

平成３０年度は人件費の歳出額は減少しているものの退職手当債発

行額減少に伴う経常経費充当一般財源の増加により前年度比で０．７ポ

イント増加となっているが、以降はほぼ横ばいで推移していたところ、令

和３年度においては、退職手当の減少及び職員数の減少に伴い人件費

が減少したため、前年度比で４．１ポイント減少した。

半島という地理的な条件により職員の分散配置が必要なことなどから、

グループ内平均値を上回っている現状にあるため、引き続き人件費の

抑制に努めていく。
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物件費 グループ内順位
12/13

都道府県平均
3.6

物件費の分析欄

令和２年度までゆるやかな増加傾向にあった物件費に係る経常収

支比率は、令和3年度決算においては前年度比で0.1ポイント減少

しているが、全国平均やグループ内平均に比して高い水準にある

ことから、引き続き効率的な事務執行により物件費の抑制に努め

ていく。
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扶助費 グループ内順位
5/13

都道府県平均
1.8

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は、近年、ほぼ横ばいで推移してお

り、全国平均と同水準となっている。グループ内平均との比較では

0.2ポイント下回っている状況であり、引き続き制度の適正な運用に

努めていく。
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その他 グループ内順位
7/13

都道府県平均
3.3

その他の分析欄

その他経費の経常収支比率は、平成３０年度においては、国民

健康事業特別会計の新設に伴う国保財政調整交付金等の繰出金

への振替等により、前年度と比べ２．２ポイントの増加となっている

が、以降はほぼ横ばいでの推移となっている。
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補助費等 グループ内順位
7/13

都道府県平均
25.2

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は、平成３０年度においては、国民健康

事業特別会計の新設に伴う国保財政調整交付金等の繰出金への振替

等により前年度に比べ１．７ポイントの減少となった以降は、社会保障経

費の増加に伴い増加傾向となっていた。

令和３年度については、社会保障経費の増加に伴う経常的経費充当

一般財源も増加している一方、地方消費税の増加や地方交付税の増加

等により１．７ポイントの減少となった。
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公債費 グループ内順位
3/13

都道府県平均
20.5

公債費の分析欄

毎年度の臨時財政対策債や公共事業等債等の発行に伴い償還金は増加傾

向にあり、令和元年度は公共用地先行取得等事業債に係る元利償還金の増

加等により、前年度に比べ０．５ポイントの増加。令和２年度は前年度横ばいと

なったが、令和３年度は中小企業特会及び用地特会に係る元利償還金の低下

により、前年度に比べ２．１ポイントの低下。

繰上償還の実施等、将来の公債費負担軽減に努めてきたことや、出来る限り

交付税措置のある地方債に発行を限定し、県債発行の抑制に努めてきたこと

等により、グループ内平均値を下回っているが、今後とも県債発行額の抑制等

により、公債費負担の軽減に努めていく。
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公債費以外 グループ内順位
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都道府県平均
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公債費以外の分析欄

平成２９年度は、地方消費税や個人県民税等が増加した一方、社会保障費などの補助費等の増加により経費が増加した

ため、前年度に比べ０．４ポイントの増加となった。
平成３０年度は、地方消費税や法人２税等が増加した一方、退職手当債発行額減少に伴う経常経費充当一般財源の増加

等により１．３ポイント増加した。

令和元年度は、法人２税等が増加した一方、河川費等の基準財政需要額の減少に伴う臨時財政対策債を含めた実質的な

交付税の減少等により１．０ポイントの増加となった。

令和２年度は、地域社会再生事業費等の新設等による基準財政需要額の増額に伴う臨時財政対策債を含めた実質的な

交付税の増加した一方、退職手当債発行額減少に伴う経常経費充当一般財源の増加等により０．２ポイント増加した。
令和３年度は、社会保障関係費などの補助費等の増加による経常経費充当一般財源等の増加が２億円にとどまる一方、

歳入一般財源等について、県税の増加や地方交付税（普通交付税）が前年度比で205億円増加したこと等により、経常収支

比率は６．２ポイント減少した。

今後、社会保障費の増加が予想されるため、引き続き積極的な歳入の確保と経常的な歳出の削減に努めていく。
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